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一般報文 

航空レーザ測量データを活用した豪雨時の山地上流域からの
流出土砂量の空間的ばらつきに関する分析 

對馬美紗・内田太郎
 

1．はじめに1 

近年の豪雨時の土砂・洪水氾濫被害に伴い、国

総研では「河床変動計算を用いた土砂・洪水氾濫

対策に関する砂防施設配置検討の手引き（案）1)」

（以下「手引き（案）」という。）を作成し、豪雨

時の山地流域における土砂の流送・堆積過程につ

いて、河床変動計算等を用いた施設配置計画の評

価・作成に関する手法を取りまとめた。 

過去の災害事例を対象に、再現計算による入力

条件や解析手法について十分に検証を行った場合

でも、将来生じうる現象に対する評価結果には多

くの不確実性が含まれる可能性がある。特に、河

床変動計算の入力条件の一つである流出（生産）

土砂量は、地形・地質が一見同じに見える流域で

あっても、流域間で異なる可能性が考えられる。

そこで、河床変動計算に入力する際に、小流域か

らの流出土砂量の空間的ばらつきを考慮するなど、

予測結果の不確実性の評価を実施することは重要

な課題であると考える。 

 これまでも、山地上流域からの流出土砂量の予

測において、経験的な手法 2),3),4)や数値モデルを

用いた研究・解析5),6)が行われてきたが、実際の

土砂移動現象は複雑であり、既往手法による予測

精度は必ずしも高くはない。確率的な評価を取り

入れ予測精度の向上を目指した研究7)もあるが、

いずれにおいても多くの技術は現在も研究途上で

あると考えられる。 

また、近年航空レーザ測量データが蓄積され、

従来に比べ格段に高精度なデータの取得が可能と

なった。そこで本研究では、今後の土砂・洪水氾

濫対策の検討に用いる河床変動計算の入力条件に

関する基礎情報を得るため、航空レーザ測量デー

タを用い、同一条件下（地域・地質・降雨）にお

ける、山地上流域からの流出土砂量の空間的ばら

つきの実態の評価を行った。 

──────────────────────── 
Analysis of Spatial Variability in Sediment Discharge Volume 
from Mountainous Watersheds due to Heavy Rainfall Disasters 
Using LiDAR Survey Data 

2．対象とする災害 

 本研究では、比較的近年の豪雨により土砂災害

が集中して発生、かつ災害前後の航空レーザ測量

データが入手可能な5災害を対象とした。 

(1) 2009年中国・北九州北部豪雨（山口県防府市／剣川流域） 

(2) 2011年新潟・福島豪雨（新潟県南魚沼市／登川流域） 

(3) 2014年8月豪雨（広島県広島市／太田川流域）  

(4) 2015年関東・東北豪雨（栃木県日光市／芹沢・入山沢）  

(5) 2017年九州北部豪雨（福岡県朝倉市／赤谷川流域） 

3．検討手法 

3.1 対象範囲の設定  

本研究では、災害ごとに地質や降雨条件が概ね

同一と扱える範囲を抽出し、検討対象範囲とした

（図-1、表-1）。 

3.1.1 流域区分 

 1/25,000地形図の等高線より、谷幅が谷の奥行

よりも小さくなる最も上流の地点を谷の開始点

（1次谷の上流端）とし、谷次数区分による流域

の分割を行った。その上で、対象流域末端から4

次谷の上流端までの区間のうち、最長距離の区間

となるものを主渓流とし、主渓流に合流する2次

谷もしくは3次谷を本研究の対象とした。ただし、

本研究で扱う土砂移動には深層崩壊に該当する規

模の崩壊は対象とせず、極端に規模の大きい土砂

移動を含む小流域はあらかじめ除外した。その結

果、除外した流域は、日光の1流域である。 

3.1.2 地質条件の整理 

 本研究では、対象範囲の地質条件が一様となる

よう、20万分の1日本シームレス地質図（基本版）

を用いて、地質条件の整理を行った。空間的ばら

つきの分析を目的としていることから、分類結果

が複雑化することを防ぐため、20万分の1シーム

レス地質図全国統一凡例：岩石区分大分類を用い

た5区分（堆積岩類、付加コンプレックス、火山

岩類、深成岩類、変成岩類）とした。 

小流域が複数の地質にまたがるような場合は、

小流域の面積の50%以上を占める地質の採用を基
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本とし、面積が同程度の場合は、上流側に分布す

る地質を採用した（図-1）。 

3.1.3 雨量条件の整理 

 対象範囲の雨量条件を一様とするため、気象庁

解析雨量データ（GRIB2 形式、格子間隔1km）

より、各災害時における連続30分～24時間の積

算雨量（30分、60分、3時間、6時間、12時間、

24時間）の最大値による整理を行った。 

 対象流域と1kmメッシュ雨量データが50%以上

重なるメッシュを対象とし、対象流域全体の各最

大雨量の平均値を算出し、各メッシュの実績値と

平均値の比を用いて対象範囲の絞り込みを行った。

ここでは、平均値に対する比が、全ての指標にお

いて0.7～1.3の範囲を対象範囲として抽出した

（図-2）。 

検討対象とした範囲を図-1および表-1に示す。 

3.2 データ解析 

 本検討では、災害前後の航空レーザ測量データ

（計測密度：1点以上 /㎡、メッシュサイズ：1m）

を用いて差分解析を行い、流出土砂量（＝侵食・

崩壊土砂量－堆積土砂量）を算出した。次に、

3.1.1で区分した小流域ごとに、単位面積当たり

の流出土砂量を求め、対象範囲ごとに、流出土砂

量の傾向と累積頻度を整理した。また、日光にお

いて流出土砂量がマイナス値となる（崩壊・侵食

土砂量よりも堆積土砂量が大きくなる）小流域が

あったが、解析結果には含めないこととした。 

 
図-1 対象エリア一覧(背景には地理院地図を使用) 

 
図-2 雨量条件の整理結果（左図：調整前、右図：調整後）  

表-1 対象エリアの概要  

 日光  登川  広島  剣川  赤谷川  

対象面積(㎢) 
58.27 

37.37 
11.02 6.29 20.27 

全流域面積(㎢) 80.77 

小流域数  
2次谷  

66 
48 

16 
6 

15 
12 

15 
10 

38 
24 

3次谷  18 10 3 5 14 

小流域面積(㎢)：最小～最大  0.101～2.937 0.269～4.688 0.076～0.673 0.032～0.496 0.055～0.650 

地質別小流域数  

 深成岩類  
(花崗岩):40 

 火山岩類  
(デイサイト･流紋岩 ):26 

 深成岩類  
(花崗岩):16

 深成岩類  
(花崗岩):7

 付加コンプレックス:8

 深成岩類  
(花崗岩):15 

 深成岩類  
(花崗岩):23

 変成岩類 :15 
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4．結果と考察 

4.1 流出土砂量について 

算出された流出土砂量について、最大値・最小

値・中央値について比較をした（図 -3）。流出土

砂量の中央値は、地質や地域によって異なってお

り、最小は日光・火山岩類で6.3×103㎥ /㎢、最

大は赤谷川・深成岩で1.2×105㎥ /㎢であった。

同様に、深成岩同士で中央値の比較を行ったとこ

ろ、最小は登川流域で1.5×104㎥ /㎢、最大は赤

谷川流域で1.2×105㎥ /㎢となり、地域間の差は

最大で10倍近いものとなった。  

また、最大値の最小値に対する比を見ると、最

も小さいものは剣川・深成岩で13.4倍、最も大き

いのが登川・深成岩で189.6倍となった。同一の

地質、降雨条件下の同じ地域内であっても、2・

3次谷からの流出土砂量の最大値・最小値の比は

今回検討した範囲の中では平均で27.4倍であった。 

 
図-3 地域ごとの流出土砂量  

4.2 対数正規分布との比較 

図-4に、各範囲の流出土砂量を小さい順に並べ、

地質別に累積頻度を示した。 

対象流域内に複数の地質が存在する日光・広

島・赤谷川について、中央値および累積頻度分布

の状況を地域ごとに見ていく。まず、日光は深成

岩類の中央値が2.9×104㎥ /㎢、火山岩類では6.6

×103㎥ /㎢であり、3地域の中で最も違いが大き

い。次に、広島は深成岩類の中央値は2.2×104㎥

/㎢、付加コンプレックスでは4.9×104㎥ /㎢であ

り、赤谷川は深成岩類の中央値は1.2×105㎥ /㎢、

変成岩類では7.7×104㎥ /㎢であり、地域間の差

に比べると地質による差は小さかった。これらの

地域では中央値のみならず、流出土砂量の累積頻

度分布形状は比較的近い形状であった（図-4）。 

さらに、累積頻度分布の形状は対象地域によら

ず、概ね類似しており、土砂流出量は対数正規分

布に近い分布形であることが予想された。そこで、

流出土砂量の頻度分布を対数正規分布で表すこと

を試みた。その結果、全ての対象範囲において地

域や地質に関わらず、土砂流出量は対数正規分布

と近似した分布様式を取ることが分かった。また、

流出土砂量の中央値にばらつきがあるものの、対

数正規分布の傾きには対象流域間や地質によって

大きな違いは見られなかった。 

以上の結果から、対数正規分布を用いることに

より、流出土砂量は確率的評価できる可能性が示

された。 

5．まとめ 

本研究では、近年蓄積されてきた航空レーザ測

量データを用い、地域・地質・降雨条件を同一条

件とした時の山地上流域からの流出土砂量の空間

的ばらつきについて分析を行った。 

その結果、山地上流域からの単位面積当たりの

流出土砂量は、一定程度条件を同一にした場合で

も流域によっては1オーダーないしはそれ以上流

出土砂量にばらつきが生じること、また頻度分布

は対数正規分布で表現できることが示された。 

さらに、山地上流域からの流出土砂量のばらつ

きは、流域面積が大きくなるとともに小さくなる

ことが考えられ、また、平均的な流出土砂量は、

流域の面積が大きくなるに従い単調に小さくなる

ことが予想される。いずれにおいても、山地上流

域からの流出土砂量のばらつきは、空間的なス

ケールによる影響が大きいことが考えられた。 

このことから、現状、地形情報、降雨情報等か

ら決定論的に山地上流域からの流出土砂量（河床

変動計算における上流域の流出土砂量）を設定す

るのは難しい可能性が高いことが考えられる。 

一方で、本研究の成果に基づくと、流出土砂量

は設定する流域の空間的スケールを考慮した上で、

対数正規分布を用いて確率的な評価が可能である

ことが示された。その上で、各流域からの予測精

度を向上させるためには、地形条件から受ける影

響のより詳細な検討や地下情報（土層厚、土壌特

性）の取得に加え、それらの影響の評価などの研

究を進める必要があると考えられる。 



土木技術資料 61-5(2019) 
 
    

 
 

－ 29 － 

 
図-4 流出土砂量の累積頻度分布図（上図：深成岩類、下図：火山岩類・付加コンプレックス・変成岩類）  
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